一　例　　〇〇〇自治会〈マンション管理組合〉自主防災会防災計画

１　目的
　　この計画は、〇〇〇自治会〈マンション管理組合〉自主防災会の防災活動に必要な事項を定め、地震などの災害による被害の防止及び軽減を図ることを目的とする。
２　計画の内容
　　この計画に定める事項は、次のとおりとする。
 (１) 自主防災組織の編成及び任務分担に関すること。
 (２) 防災知識の普及に関すること。

(３) 災害危険の把握に関すること。
 (４) 防災訓練の実施に関すること。
 (５) 情報の収集・伝達に関すること。
(６) 避難誘導に関すること。
 (７) 出火の防止・初期消火に関すること。
 (８) 救出・救護に関すること。
(９) 給食・給水に関すること。
(10) 防災資機材等の整備及び管理に関すること。
３　自主防災組織の編成及び任務分担
　　災害発生時の応急活動を迅速かつ効果的に行うため、また、平常時の活動をより円滑に行うため、次のとおり防災組織を編成する。
　　　　　　　　　　 自主防災組織と任務分担

	自主防災本部
	
	編成班名
	



	日常の役割
	
	災害時の役割

	
	
	情報班
	
	情報の収集・伝達

広報活動
	
	状況把握

報告活動

	
	
	消火班
	
	器具点検
	
	初期消火活動

	
	
	救出・救護班
	
	資機材調達・整備
	
	負傷者等の救出・
救護活動

	
	
	避難誘導班
	
	避難路（所）点検
	
	避難誘導活動

	
	
	給食・給水班
	
	器具の点検
	
	給食・給水活動


４　防災知識の普及
　　会員の防災知識を高めるため、次の普及活動を実施する。
 (１) 普及事項
　　ア　防災組織及び防災計画に関すること。
　　イ　地震・火災・水害などの知識に関すること。
　　ウ　家庭における住宅の耐震化、家具の転倒防止に関すること。

エ　家庭における食糧等の備蓄に関すること。
　　オ　その他、防災に関すること。
 (２) 普及の方法
　　ア　広報紙、インターネット、パンフレット、ポスタ－など。
　　イ　防災訓練、講演会、座談会、映画会など
 (３) 普及の時期
　　ア　毎月１３日の「市民防火の日」
　　イ　毎年９月１日の「防災の日」
　　ウ　春と秋の火災予防運動
　　エ　随時、計画をたて防災関係機関の指導を受けて実施する。
５　災害危険の把握

災害予防に資するため、次により地域固有の防災問題に関する把握を行う。

（１）把握事項

ア　危険地域等

イ　防災施設、設備

ウ　災害履歴

（２）把握の方法

ア　市地域防災計画

イ　講演会、研修会等

６　防災訓練の実施

　　大地震などの災害発生に備えて、次の防災訓練を実施する。
 (１) 訓練の種類
　　ア　情報の収集・伝達訓練
　　イ　初期消火訓練
　　ウ　救出・救護訓練
　　エ　避難誘導訓練
　　オ　給食・給水訓練
　　カ　総合訓練
 (２) 訓練の回数
　　ア　個別訓練は、随時
　　イ　総合訓練は、年１回以上
７　情報の収集・伝達
　　災害情報の収集・伝達は、次の方法により実施する。

（１）情報の収集・伝達
　　情報班は、地域内の災害発生状況、市役所等防災関係機関、報道機関等の提供する情報を収集するとともに、必要と認める情報を地域内住民、市役所（災害対策本部）等防災関係機関に伝達する。
（２）情報の収集・伝達方法

市防災無線・電話・ラジオ・アマチュア無線・自転車・徒歩

８　避難誘導
 (１) 避難の勧告・指示
　　ア　市災害対策本部長（市長）から避難勧告・指示が発令された時、　　　自主防災会の責任者は、避難誘導班に対して避難誘導の指示を行う。
　　イ　市災害対策本部長（市長）から避難勧告・指示がない場合でも、　　　火災が拡大し、危険が迫っており、自主防災会で避難の必要があると判断した場合は、自主的に判断し避難する。
　　　　ただし、避難した場合、その旨を市災害対策本部長（市長）に報告する。
 (２) 避難誘導
　　　避難誘導班は、勧告・指示に従い会員を指定避難場所へ避難させる。
　　　また、地域の実情によっては、近くの「一時避難場所」に集まった後、周囲の災害発生の状況に注意しながら、判断を誤らないよう、早めに指定避難場所へ避難する。
　　　避難誘導に当たっては、メガホンやロ－プなどを用い、人員を確　　かめ、避難誘導旗を目印にして避難する。
 (３) 避難路の確認
　　　自治会の各地域から指定避難場所までの避難路を二つ以上あらかじめ決めておき、日頃から歩いて確かめておく。
９　出火の防止・初期消火
　　次により、出火防止と初期消火の徹底を図る。
 (１) 出火防止（各家庭での定期点検）
　　ア　火気使用器具（石油スト－ブ・ガス器具など）の整備と、その　　　周辺の落下物及び倒壊物を除去する。
　　イ　対震自動消火装置付石油スト－ブを使用する。
　　ウ　灯油・ベンジンなど危険物類の管理に万全を期す。
　　エ　その他、建物などの落下・倒壊危険箇所を確認する。
 (２) 初期消火
　　ア　家庭には、消火器・水バケツ等を設置する。
　　イ　自主防災会には、初期消火器具を設置する。
　　ウ　消火栓・防火貯水そう・池など消防水利のある場所を確認する。

１０　救出・救護
 (１) 救出・救護活動
　　　震災などによってけが人や病人等が発生したときは、自主防災会や各家庭で備えている医薬品や資機材を使って救出・救護活動をする。
 (２) 医療機関への連絡
　　　救出・救護班は、市の応急救護所へ連絡することを原則とするが、災害の状況によっては付近の病院・医院の活用も考える。
 (３) 防災関係機関の出動要請
　　　地震などによって発生した負傷者の救出・救護が困難な場合には、防災関係機関などに出動を要請する。
１１　給食・給水
 (１) 給食・給水班は、市から配布を受けた非常食・飲料水など食料の配分や炊き出しをする。
 (２) 家庭では、避難する際に自分の家で備蓄した２日～３日分の米・缶詰・飲料水などを持って避難する。

１２　防災資機材等の整備及び管理

　　防災資機材等については、どのような資機材を備えるべきか、十分検討し計画的な整備に努める。

　　防災資機材等の管理に関しては、次により行う。

（１）管理運営計画

　　　防災資機材は、その保管場所を定めておくとともに、防災資機材台帳を整備し適正な管理に努める。

（２）定期点検

　　　毎年○月第○○曜日を全資機材の点検日とする。
